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経済安全保障重要技術育成プログラムの概要

中長期的に我が国が国際社会において確固たる地位を確保し続ける上で不可欠な
要素となる先端的な重要技術について、科学技術の多義性を踏まえ、民生利用の
みならず公的利用につながる研究開発及びその成果の活用を推進する。

具体的には、経済安全保障上の我が国のニーズを踏まえつつ、個別の技術の特性や
技術成熟度等に応じて適切な技術流出対策をとりながら、研究開発から技術実証
までを迅速かつ柔軟に推進する。

・経済安全保障及び科学技術・イノベーションに係る各種施策との一体的連携運用

・経済安全保障推進会議及び統合イノベーション戦略推進会議の下、内閣官房、

 内閣府その他の関係府省が一体となって推進

・官民の意見交換の場である 「指定基金協議会」 の設置
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NEDO担当予定テーマ

経済安全保障重要技術育成プログラムの概要

研究開発ビジョン（第二次）支援対象とする技術

経済安全保障推進会・統合イノベーション戦略推進会議合同会議（令和5年8月28日）資料より抜粋
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経済安全保障重要技術育成プログラムの概要

研究開発ビジョン（第一次）支援対象とする技術

経済安全保障推進会・統合イノベーション戦略推進会議合同会議（令和5年8月28日）資料より抜粋

NEDO担当予定テーマ

NEDO担当テーマ（採択決定済）
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経済安全保障重要技術育成プログラムの概要

公募要領

基本方針及び研究開発構想に
基づき公募の対象や要件、提案
方法、契約・交付に係る留意事
項等を記載したもの

経済安全保障重要技術育成プログラムの
運用に係る基本的考え方について

事業における支援対象、成果を
最大化するための仕組み及び実
施体制等に係る方針を定めたも
の

特定重要技術の研究開発の促進及びその
成果の適切な活用に関する基本指針

経済安全保障重要技術育成プログラムの運用・評価指針

研究開発構想（プロジェクト型/個別研究型）

各プロジェクトの 目標・研究開発
項目・予算規模・スケジュール等
を記載した構想書

研究開発ビジョン（第一次）



• 経済安全保障重要技術育成プログラムの概要

• その他留意事項
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研究代表機関／研究代表者・主たる研究分担者に求める要件

• 研究代表機関は、国内に研究開発拠点を有し、日本の法律に基づく法人
格を有している機関であること。

• 研究代表者及び主たる研究分担者は、日本の居住者であること。 

※ここでいう居住者は外為法の居住者であり、特定類型該当者を除きます。特定類型

①～③（下記）のいずれかに該当する場合はご応募いただけません。

※詳細は経済産業省「みなし輸出管理」を参照ください。

特定類型①
外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（以下「外国法人等」という。）又は外国の政府
、外国の政府機関、外国の地方公共団体、外国の中央銀行若しくは外国の政党その他の政治団体
（以下「外国政府等」という。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結して
おり、当該契約に基づき当該外国法人及び外国政府等の指揮命令に服する又は当該外国法人及
び外国政府等に対して善管注意義務を負う者
（※除外例等の詳細については経済産業省「安全保障管理貿易について」参照ください）

特定類型②
外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得のうち
２５％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得ることを約している者

特定類型③
本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者

公募要領 P.6

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo07.html
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/anpo_anpo_kaisei_2022.pdf
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指定基金協議会の設置について

• 本事業においては、経済安保推進法第63条第4項に基づく指定基金協議会
が必置です。指定基金協議会では、潜在的な社会実装の担い手として想定さ
れる関係府省・機関や民間部門の潜在的あるいは顕在的なニーズを踏まえ、
科学的・技術的な妥当性を確保しつつ、研究開発プロジェクトが推進されるよ
う意見交換が行われます。

• 提案者の研究開発責任者は、本公募に応募することをもって、指定基金協議
会の設置に同意したものとみなします。提案者の研究開発責任者は経済安保
推進法における研究開発代表者となり得る可能性があります。

• 規約等は指定基金協議会の設置後に作成することになりますが、具体的な規
約等の内容や指定基金協議会のイメージについては、内閣府ウェブサイトに掲載
されている「協議会モデル規約について」及び「K Program において設置され
る指定基金協議会について」の各項目の内容を参照してください。

• 協議会における意見交換で知り得た情報については、適切に安全管理措置を
講ずるとともに、意見交換会において合意された内容が推進されるように務めるも
のとします。

公募要領 P.13

https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/technology.html
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ＮＥＤＯ事業遂行上に係る安全管理措置の確認票

• 提案書の実施体制に記載する全ての提案者（再委託等は除く。）において、

プロジェクトを遂行する上で取得又は知り得た保護すべき一切の情報（機微情

報）に関して、機微情報の保持に留意して漏えい等防止する責任を負うことか

ら、提案時又は契約締結時に予定する関係規程の整備や機微情報を取扱う

者の体制の構築、本事業で求められる安全管理措置等についての確認表を

提出していただきます。

• なお、安全管理措置が十分とられていることを提案者の応募要件としているた

め、全ての確認項目に対して確認する必要があります。（特に関係規程の整

備や機微情報を取扱う者の体制の構築については、契約締結時までに未対応

の場合には応募要件を満たさなかったものとして不採択扱いとなります。）

公募要領 P.15、別添6
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「別添６：安全管理措置の確認票」の記入について
公募要領 P.15、別添6

採択審査に用いますので、本項目の

No.2～6は、必ず具体的に記載して

ください。

⚫ 安全管理措置 項目II.3-5にお

ける「対応するエビデンスの内容」に

は、エビデンスにおける該当する箇

所を抜粋し転記する等、具体的に

記述してください。

⚫ 項目II.6については、再委託先の

有無を回答し、締結予定の「再委

託契約書」の案文における該当箇

所を抜粋し転記してください。

※確認票の記入欄はスペースが限られるため、別紙１をご利用ください。

※審査に必要な場合、追加確認させていただくことがあります。

II. 組織的対策

本項目で対象とする安全管理措置は、通常のNEDO委託業務において要求される安全管理措置です。なお、NEDO

委託業務における「機微情報」はNEDO委託業務を通じて取得又は知り得た保護すべき技術情報を指します。
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「別添６：安全管理措置の確認票」の記入について

採択審査に用いますので、「措置済み/対

応方針」の欄には、全ての確認事項につい

て、必ず具体的に記載してください。

⚫ 「措置済み」「今後において対応」いずれ

の場合においても、確認事項の内容をど

のように対応するか、予定又は実態を踏

まえた内容を具体的に記述してください。

⚫ 既に整備されている規程やマニュアル等に

従って対応いただく場合でも、具体的にど

のような記述がなされているか説明し、本

事業においてどのように運用するのか記

述してください。

公募要領 P.15、別添6

Ⅲ．本事業で求められる安全管理措置

※１指定基金協議会モデル規約：

https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/doc/3_kyogikai_mkiyaku.pdf
※２確認票の記入欄はスペースが限られるため、別紙２をご利用ください。

※３審査に必要な場合、追加確認させていただくことがあります。

本項目で対象とする安全管理措置は、指定基金協議会のモデル規約※１上、仮に守秘義務登録情報の管理が
必要になった際に「項目II．組織的対策」に加えて求められる安全管理措置です。
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知財マネジメント

• 本プロジェクトは、「「有事に備えた止血製剤製造技術の開発・実証」に関する研

究開発構想」における知的財産権の帰属、管理等の取扱いに定めるものに従う

ほか、「ＮＥＤＯ経済安全保障重要技術育成プログラムにおける知財マネジメン

ト基本方針」を適用し、産業技術力強化法第 17 条（日本版バイ・ドール規定

）が適用されます。本プロジェクトの成果である特許等について、「特許等の利用

状況調査」（バイ・ドール調査）に御協力をいただく場合があります。

• 本事業の知的財産マネジメントの実施においては、「経済安全保障重要技術育

成プログラムの運用・評価指針」及び「特定重要技術の研究開発の促進及びそ

の成果の適切な活用に関する基本指針」により設置される指定基金協議会の決

定に従うものとします。

• 研究実施により得られる知的財産権の移転、専用実施権の設定・移転には、全

てNEDOの事前承認を必要とします。

公募要領 P.15、別紙1



16

間接経費について

委託業務の実施に伴う委託先及び再委託先等の管理等に必要な経費として、直接経費では計上でき

ない経費を間接経費の対象としています。本事業の研究開発構想において、大学・研究開発法人等

以外に関する間接経費の額の設定については、事業の性質に応じて経済産業省の担当課室から別に

示す場合を除き、業務委託契約標準契約書に基づくことが定められていることから、間接経費率は事業

者の種別によって、以下の通り設定します。

※１ 国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立大学、 高等専門学校、国立研究開発法人、独立行政法人お
よび地方独立 行政法人 

※2 当該組合の組合員である会社法に定める会社のうち、3 分の 2 以 上が中小企業基本法第 2 条に該当する法人で構成されて
いる組合 に限る。構成比率が 3 分の 2 未満の場合の間接経費率は１０％

業務委託契約標準契約書 https://www.nedo.go.jp/content/100958574.pdf

事業者の種別 間接経費率

下記以外 10 %

大学・国研等※1 30 %

中小企業
技術研究組合等※2

20 %

https://www.nedo.go.jp/content/100958574.pdf


■有事に備えた止血製剤製造技術の開発・実証
事業概要について

■公募について
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事業概要：背景
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⚫感染症の流行や地震・噴火などの突発的な有事に対し、被害を最小限に
抑えるべく、自律性を確保した形で対応可能な「備え」をすることは、
我が国にとって戦略的に重要。中でも、医薬品は重度外傷者等の救命・
救急医療に必要不可欠であり、平時から有事に備えた供給体制の構築を
進めることが重要。

血小板製剤の保存方法

⚫ 保存温度 20～24℃

⚫ 有効期間 採血後4日間

⚫ 要振とう（冷凍不可）

⚫例えば、重度外傷を被った被災者等
の救命・救急においては、止血で重
要な役割を果たす血小板等の輸血が
重要とされているが、ヒトの血液か
ら精製する血小板製剤は、長期保存
が困難（僅か４日間）という性質が
あり、現在の技術では長期間の保
存・備蓄が困難。

研究開発構想 P.4

写真：日本赤十字社HPより
https://www.jrc.or.jp/mr/blood_product/about/platelet/
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事業概要：事業のねらい

⚫ 大量出血を伴う重度外傷を被った数多くの被災者等の救命・救急医療を
実現する技術として、先端的な技術を活用し、ヒト血液由来の血小板製
剤に過度に依存しない止血製剤を開発し、有事に備えた備蓄につなげる
ことで、我が国技術の優位性の獲得とこれにつながりうる自律性の確保
を狙う。

⚫ 有事にも我が国が自律的に止血製剤を供給することができる社会インフ
ラを構築することを目指す。

⚫ また、民間ビジネスの観点、あるいはアンメットメディカルニーズの観
点から、平時の医療需要にも対応できるようになることが期待される。

⚫ なお、本事業の開発成果については、将来的に、米国や韓国、欧州等、
海外へ展開することも視野に入れる。

研究開発構想 P.6
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事業概要：事業の目標および内容

【目標】
血液内の血小板を活性化させ効率的に凝集させる①血小板凝集促進製剤や②長期間の備蓄を前提と
した人工血小板についての開発、またそれらの生産技術や緊急時に③現地で連続的に生産する技術
も併せて開発し、実用化することを目指す。

【内容】
研究開発項目①「安全性の高い血小板凝集剤の開発」
出血部位選択的に血小板の凝集を促進し、かつ長期保存が可能な止血製剤の開発に向けて、安全性
を担保した上で安定的に供給可能な基盤技術の開発、動物において有効性や安全性等の確認を行う
非臨床試験、ヒトにおいて有効性や安全性等の確認を行う臨床試験を実施する。

研究開発項目②「汎用性の高い人工血小板の開発」
ほぼ全ての患者に拒絶されず輸血ができるユニバーサルな血小板の開発に向けて、未分化細胞等か
ら人工的に血小板を生産する基盤技術の開発、動物において有効性や安全性等の確認を行う非臨床
試験、ヒトにおいて有効性や安全性等の確認を行う臨床試験を実施する。あわせて、非臨床試験及
び臨床試験の実施に必要な血小板を確保するための高効率生産プロセスを開発する。

研究開発項目③「現地連続製造技術の開発」
現地連続製造技術について、現地に移送することができ、遠隔操作により血小板を現地に滞在しな
くても連続製造可能な製造技術を確立する。

研究開発構想 P.6-10
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事業概要：事業の具体的内容

研究開発項目①「安全性の高い血小板凝集剤の開発」

研究開発構想 P.7-8

①-1. 血小板凝集剤開発
有事での使用を想定し、１年以上の有効期間を確保し、室温、静置での保存が可能で、
血液型依存がなく、出血部位に選択的に血小板を凝集させる製剤の開発を行う。その際、
ヒトへの投与を目的とした有効性及び安全性までの確認を行う。

①-2. 安定製造基盤技術開発
①-1.で開発する製剤について、臨床試験に使用可能な安全性基準に準拠した製造方法
及び製造販売承認後に医薬品として安定した品質で製造可能な基盤技術を確立する。

【具体的内容（小項目）】

【達成目標】

➢ 血小板凝集剤開発については、2028年度までに心臓血管外科領域、救急領域、産婦
人科領域におけるヒトへの投与について、有効性及び安全性の確認を行う。

➢ 安定製造基盤技術については、血小板凝集剤開発の進捗を踏まえ、2027年度までに
「医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令」に定められる
品質基準に準拠した製造方法を確立する。
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事業概要：事業の具体的内容

研究開発項目②「汎用性の高い人工血小板の開発」

研究開発構想 P.8-9

【具体的内容】

【達成目標】

患者の型によらず投与が可能な、ユニバーサルな血小板の開発を行う。さらに、病原
体及び血漿フリーの製剤化を併せて開発することにより、緊急時の事前検査がなくと
も安心・安全な血小板供給が可能となる。
また、非臨床試験及び臨床試験の実施に向けて、一定量の人工血小板を確保する必要
がある。人工血小板は、細胞の増殖・成熟、精製、濃縮、洗浄等の複数の行程を経て
生産される。現状、人工血小板は、容量約8Lの培養装置を使用して、一般的な１回分
の投与量の半量を製造するのに2～3週間を要するが、容量当たりの収量を増やし、か
つその製造工程を効率化し、６回分の投与量を1週間程度で製造するプロセスを確立
させる。

2026年度までに高効率生産プロセスを確立させ、臨床試験を経て、2028年度までに
ユニバーサルな血小板の開発を行う。



③-1. バイオ・医薬品製造に対応した連続製造技術

適切に保存した状態の中間体等を培養により増殖させる培養工程と、増殖した中間体等から血小板を製造し、

濃縮する一連のプロセスを連続的に行える製造技術の開発を行う(１プロセスの処理量20L程度)。

さらに、製造過程において、中間体等や血小板が最適となる環境を調整できる機能の開発を行う。

③-2. 省人化を目指したリモート連続製造システム開発

現地に滞在しなくても遠隔地から製造装置を操作して安定した血小板等の製造を行えるリモートシステムの開

発を行う。さらに、現地ニーズの変化や被災・故障などに対応し、製造装置の一部(最大で50％)を交換・変

更・追加でき、その場合でも不具合なく稼働できる堅ろうなリモートシステムの開発を行う。また、緊急時に

はプロセスの追加や組合せの変更により抗炎症剤等の医薬品の製造可能性も想定したシステムとする。

③-3. 現地連続製造技術の開発と実製造検証

最終的には、③-１と③-2を組み合わせ、更に被災地等に輸送可能な可搬性を有する構造を付与したパイロット

スケールの連続製造装置の試作を行い、遠隔地から当該試作機を操作して安定した血小板等の製造を実証する。
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研究開発項目③「現地連続製造技術の開発」

研究開発構想 P.9-10

事業概要：事業の具体的内容

【具体的内容（小項目）】

【達成目標】

2028年度までに、現地に移送することができ、遠隔操作により血小板を現地連続製造可能な製造技術を確立する。
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事業概要：事業期間、予算、推進体制

■事業期間

2024年度～2028年度以内（5年以内）

• ただし、臨床試験の進捗等に応じて、最長で10年間とすることが可能

• 研究開発はステージゲート方式を採用

• ステージゲート審査の実施時期は、プログラム・ディレクターと協議の上設定

■予算

130億円を超えない範囲（2024年度～2028年度（5年間）の総額）

• 研究開発項目①：30億円を超えない範囲

• 研究開発項目②：50億円を超えない範囲

• 研究開発項目③：50億円を超えない範囲

（※ 事業費は、審査結果、予算の変更等により減額する可能性あり）

■推進体制

プログラム・ディレクター（ＰＤ）：

神戸大学大学院科学技術イノベーション研究科 特命教授

内田 和久 先生

研究開発構想 P.11-12
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• 提出期限：2024年4月18日（木）正午 アップロード完了
※ 応募状況等により、公募期間を延長する場合があります。

 公募期間を延長する場合は、ウェブサイトでお知らせします。

• 提出先 ：Web入力フォーム

https://app23.infoc.nedo.go.jp/koubo/qa/enquetes/mbyque5i7hu3

公募要領 P.6

公募について（提出期限、提出先）

https://app23.infoc.nedo.go.jp/koubo/qa/enquetes/mbyque5i7hu3
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• 原則として、
研究開発項目①～③、いずれかに対する提案をお願いします。
（※研究開発構想の「研究開発の必要性」に記載の課題を解決し、目標を達成できる提案としてください。 ）

［公募要領抜粋］
◼ 本プロジェクトの実施に当たっては、主として、以下の３つ研究開発項目ごとに開発・実

証を実施するものとしますが、他の技術的アプローチにより課題を克服できる場合にはこ
れによらない開発・実証を行うことも可能とします。

研究開発項目① 安全性の高い血小板凝集剤の開発
①-1：血小板凝集剤開発
①-2：安定製造基盤技術開発

研究開発項目② 汎用性の高い人工血小板の開発
研究開発項目③ 現地連続製造技術の開発

③-1：バイオ・医薬品製造に対応した連続製造技術
③-2：省人化を目指したリモート連続製造システム開発
③-3：現地連続製造技術の開発と実製造検証

◼ 同一の提案者が複数の研究開発項目に応募する場合は、項目ごとに提案書等を作成・提出
頂く必要があります。なお当該提案の中で複数の研究開発項目に関連する研究開発を行う
場合は、それらの有機的な繋がりを明確にご説明ください。

公募要領 P.4,10

公募について（留意事項：提案書作成）



27

•研究開発の目標について

※様式等は本プロジェクトの公募ページから最新のものをダウンロードしてください。
（他プロジェクトで掲載しているものから一部更新されています）

［別添１抜粋］

研究開発構想に記載の、研究開発項目ごとに設定されている中間評価および

事後評価の年度を記載ください。なお、中間評価の時期については、研究開

発構想で設定している年度と異なる時期を記載しても構いませんが、提案書

の内容との関係性を踏まえながら記載してください。

中間評価等の具体的な時期については、採択後、提案内容や契約締結時期、

事業進捗等を踏まえ、プログラム・ディレクター等と協議の上で決定するも

のとします。

別添１ P.4

公募について（留意事項：提案書作成）
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・治験又は臨床試験の実施に係る追加資料について（研究開発項目①及び②のみ）
提案時に下記i. ～iii. に記載する各資料の用意及び提出を求めます。

公募要領 P.9-10

［公募要領抜粋］

i. 治験又は臨床試験を実施するにあたり必要な品質・非臨床安全性データの取得状況

事業開始後に治験又は臨床試験を開始することを前提として、提案時における品質・非臨床
安全性データの取得状況を別添9に記載ください。

ii. 治験又は臨床試験実施計画書（またはそれらに準ずるもの、及び付随資料等）

GCP 省令第7条、または第15条の4に従って、必要項目が満たされた治験又は臨床試験実施
計画書を別添10に添付ください。

iii. 関連する知的財産の状況及び上市に向けた知財戦略

以下に記載する自己技術及び関連する他者技術の知財に関する状況、さらに上市を見据えた
知財戦略を別添11に記載ください。

A) 自己技術の状況

B) 関連する他者技術の状況（本公募への提案時には可能な範囲で）

公募について（留意事項：提案書作成）
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・府省共通研究開発管理システム（e-Rad）への申請が必要です。
（共同提案の場合、代表機関が登録）

［公募要領抜粋］
応募に際し、併せて府省共通研究開発管理システム（e-Rad）へ応募内容提案
書を申請することが必要です。共同提案の場合には、代表して一事業者から登
録を行ってください。この場合、その他の提案者や再委託、共同実施先につい
ては、研究分担者の欄に研究者の登録をお願いします。詳細は、e-Radポータ
ルサイトを御確認ください。
【参考】e-Radポータルサイト

https://www.e-rad.go.jp/

※最大で2週間程度かかる場合があります。余裕をもって申請してください。

公募要領 P.10

公募について（留意事項：e-Rad）

https://www.e-rad.go.jp/
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２０２４年 ２月２７日 ： 公募開始（済み）

 ３月７日 ： 公募説明会（本日）

 ４月１８日正午 ： 公募締切 

 ６月上旬（予定）： 採択審査委員会
（外部有識者による審査）

 ６月中旬（予定）： 契約・助成審査委員会

 ６月下旬（予定）： 委託先決定

公募要領 P.13

公募について（スケジュール）
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公募要領 P.14

◆新規に業務委託契約を締結するときは、最新の業務委託契約約款に
◆「経済安全保障重要技術育成プログラム／有事に備えた止血製剤製造技術の開発・
実証に関する特別約款」を付帯して適用します。

◆ただし、再委託先または共同実施先が外国法人である場合には、
◆本制度の趣旨や経済産業省が提示する「委託研究開発における知的財産マネジメン
トに関する運用ガイドライン」も踏まえて、別途ＮＥＤＯが定める特別約款を適用
します。

◆委託業務の事務処理は、ＮＥＤＯが提示する事務処理マニュアル及び事務処理補足
マニュアルに基づき実施していただきます。

◆委託業務事務処理やプロジェクトマネジメントに関する一連の手続きについては、
ＮＥＤＯが運用する「ＮＥＤＯプロジェクトマネジメントシステム」を利用してい
ただくことが必須になります。

【参考】
・委託事業の手続き：約款・様式 https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html

・委託事業の手続き：マニュアル https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html

契約及び委託業務の事務処理等について

http://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html
http://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html
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研究倫理教育プログラム履修・修了（研究開発項目①及び②のみ）
• 対象となる者は、以下に記載する①及び②のいずれかを必ず受講してください。

① 臨床研究に従事する者を対象とした臨床研究中核病院が実施する研修
② 上記に準じるものとして研究機関が認めるもの

（臨床研究中核病院以外の機関で実施されるものも含む）
• 履修時期：原則、臨床研究の開始までに履修するよう努めてください。
• 報告書：NEDOの指定する「研究倫理教育プログラム履修状況報告書」により報告してください。

利益相反の管理
研究の公正性、信頼性を確保するため、国の法令・ガイドライン等及び臨床研究法施行規則第 21 
条に基づき、本事業に関わる研究者の利益相反状態を適切に管理するとともに、その報告を行って
ください。
利益相反の管理状況については、各年度の終了後及び契約終了後（委託期間終了後）61 日以内に、
「利益相反管理状況報告書」により報告を行っていただきます。

法令・倫理指針の遵守について
研究開発構想を実施するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする研究開発、個人情報の取扱
いの配慮を必要とする研究開発、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究開発等、法
令・倫理指針等に基づく手続が必要な研究が含まれている場合には、各委託先等内外の倫理委員会
の承認を得る等必要な手続を行ってください。
倫理審査の状況については、各年度の終了後又は契約終了後（委託期間終了後）61 日以内に、
「倫理審査状況報告書」により報告を行っていただきます。

公募要領 P.18-21

その他の留意事項（事業開始後に必要な対応）
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2024年3月7日（木）から2024年4月11日（木）まで
E-mailで受け付けます。

※ 審査の経過等に関するお問い合わせには応じられません。

E-mail：kpro_homeostatic_agent[at]ml.nedo.go.jp

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
材料・ナノテクノロジー部

佐久間、小塚、浅石、林

公募要領 P.25

お問い合わせ
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ご応募、お待ちしております。
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参考資料
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登録済の研究機関に所属している場合
所属研究機関において研究者登録が可能ですので、所属機関のe-Rad事務担当に
アカウント発行を依頼してください。

研究機関が未登録の場合
研究機関の登録から始める必要があります。
研究機関の新規登録申請を行うよう、所属機関の事務担当に依頼してください。

研究機関に所属していない場合
e-Radに用意してある様式から、ご自身で郵送による研究者の登録申請を行って
ください。

■参照箇所
e-Rad ホームページ：https://www.e-rad.go.jp/index.html
ホームの上方メニューから
「登録・手続き」 ＞ 「研究機関向け」、もしくは
「研究者向け」 ＞ 「新規登録の方法」

※最大で2週間程度かかる場合があります。余裕をもって申請してください。

注意点①：e-Rad上での研究者アカウントの
新規登録について

https://www.e-rad.go.jp/index.html
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・「研究経費」には応募時点での提案額を入力してください。
・提案書を基に直接経緯・間接経費・再委託費・共同実施費の項目に入力してください。

もし配分が困難な場合には、全額を直接経費の欄に入力ください。
（※）直接経費の細分項目が設定されている場合には一番の上の項目に入力してください。

注意点②：提案額（委託）の入力について
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・NEDOでは、研究代表者の欄に提案書の代表者、研究分担者の欄にその他の提案者や、再委託、共同実施先
となる研究者の登録をお願いします（他機関では異なることがあります）。

・原則、１つの研究機関に対して研究者１名登録してください。
（なお2名以上登録する必要がある場合、この限りではありません。）
（※）基本的な方針として研究者の登録を推奨しておりますが、状況に応じて事務担当者のアカウントでの登録も可能ですのでご相談ください。

（※）「技術研究組合」は、技術研究組合名義の代表者1名を登録してください。

経費の入力
「研究経費」の欄で入力した金額と、各研究者の研究
経費欄の合計金額が一致する必要があるため、前項の
金額を参照の上、入力してください

エフォートの入力
e-Radにおける他の応募・もしくは既に実施している
課題との兼ね合いで、ご自身で管理されているエフォ
ート合計値が100を超えない値を入力してください。
（※）100を超えた場合、他の応募登録の際にエラーメッセージが表示
される可能性があります。

研究者の追加・削除

直接経費

直接経費

間接経費

再委託費・共同実施費

間接経費

再委託費・共同実施費

研究代表者の欄

研究分担者の欄
金額を配分して記載することが困難な場合には、
代表者に全額入力も可
（※）なお、採択後にNEDO側で確定金額を入力します。

注意点③：研究代表者・研究分担者の入力について
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e-Radに関する問い合わせ先

１．e-Radの操作に関する質問は下記を参照
・ 研究者用操作マニュアル：https://www.e-rad.go.jp/manual/for_researcher.html

・ 所属研究機関の e-Rad 担当窓口
・ e-Radヘルプデスク

ヘルプデスクへの連絡に際し、
・e-Radにログインし、操作マニュアルを開
いた状態での連絡であると対応がスムーズに
なります。
・公募の締切日直前等は電話回線が混雑する
場合があります。
詳しくはコチラ

https://www.e-rad.go.jp/contact.html

２．上記で解決しない場合にはNEDO公募担当者へ
連絡の際には、公募名、研究者氏名、研究者番号、エラーメッセージのスクリーン
ショット等をご準備の上ご連絡ください。

TEL：0570-066-877 (受付時間 平日：9:00-18:00）

https://www.e-rad.go.jp/manual/for_researcher.html
https://www.e-rad.go.jp/contact.html

